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■教育行政のポイント 

“安全教育”の在り方 

菱村 幸彦

 本年３月 21 日、中央教育審議会から文部科学大

臣に対し答申「学校安全の推進に関する計画の策定

について」が提出された。 

自ら危険を予測し回避する力の育成 

  答申は、東日本大震災等を踏まえ、学校における

「安全教育」と「安全管理」について様々な提言を

している。ここでは、安全教育に絞って、答申の内

容を見てみよう。 

  学校における安全教育は、各教科、道徳、特別活

動、総合学習など学校教育の全体を通じて行われる。

答申は、そのことを前提とした上で、安全教育の在

り方について、次のように提言している。 

  第１は、主体的に行動する態度や共助・公助の視

点。事件や事故災害に対し、自ら危険を予測し、回

避するためには、状況を判断し、最善を尽くそうと

する「主体的に行動する態度」を育成する教育が必

要である。 

  また、安全教育においては、安全で安心な社会づ

くりに参加し、貢献できる力をつける教育を進めて

いくべきで、自助だけでなく、共助、公助（自分自

身が、社会の中で何ができるのかを考えさせること

も含む）に関する教育も重要である。 

  第２は、教育手法の改善。安全教育は、保健体育

等の授業で系統的、計画的に行われており、その充

実を図っていくことは今後も必要であるが、知識や

態度を定着させ、行動にまでつなげるためには、例

えば、学校内での危険箇所を探す、通学途中の危険

箇所を確かめる、地震を想定して避難訓練をする等

の体験的な学習が有効である。 

  また、地域で語り継がれてきた災害教訓の中には

普遍的内容が含まれているものがあるから、災害教

訓の語り継ぎなどにより、災害教訓の継承を図るこ

とが重要である。 

  第３は、安全教育に係る時間の確保。体育・保健

体育における安全教育の時間数は限られており、現

在の時間数では主体的に行動する態度の育成には不

十分である。学校では、これまで取り組んできた安

全教育を見直し、安全教育として最優先で取り組む

べき課題を意識して教育を行うことが求められる。

体育・保健体育における安全に関する内容の指導時

間を増やしたり、朝の指導の時間やショートＨＲな

どの時間、特別活動の時間等を工夫し、安全指導の

時間に充てたりすることも考えられる。 

  中長期的には、国において安全教育を教科等とし

て位置付けることも検討すべきだ。 

実践的な避難訓練の工夫 

  第４は、避難訓練の在り方。学校における避難訓

練は、基礎的な訓練を確実に行うことが重要である

が、例えば、教職員や児童生徒に予告なく行う、地

域や保護者の参加を得て行う、警察・消防・救急へ

の通報訓練を行うなど、より実践的な内容にするた

めの工夫が必要である。 

  第５は、児童生徒等の状況にあわせた安全教育。

運動能力や判断能力の高い児童生徒等だけが逃げら

れるような避難体制ではなく、全ての児童生徒等が

安全に避難できる体制を整備することが必要である。

学校では、危険等発生時対処要領（危機管理マニュ

アル）を確実に作成し、適切な対応ができるように

することに加え、個々の児童生徒の状況等に応じた

臨機応変な指導にも留意する必要がある。 

  今回の答申は、学校保健安全法３条２項で国が学

校安全の推進計画を策定する旨を定めていることを

受けたものである。文科省は、答申に基づき、向こ

う５年間の「学校安全推進計画」を策定し、各学校

における安全の取組の推進を図ることとなる。 

（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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